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Linked Dataを用いた歴史研究者の史料管理と活用を
支援するシステムの開発
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概要：近年，デジタルアーカイブの普及にともない，インターネットを介した歴史資料（以下，史料）への
アクセスが容易となっている．一方，研究者が研究対象とする史料のすべてがインターネット上で公開さ
れているとは限らず，また実証的な歴史研究が現存するすべての関係史料を検討することを基本にするた
め，実際に文書館や図書館に赴き，史料の収集を行う例も多い．本研究では史料収集や整理に多大な労力
を要する歴史研究の支援を目的とし，複数の研究者の共同作業による史料収集・整理プロセスの効率化，
および異なる専門知識を有する研究者の協調的な史料分析を支援するシステムを開発する．また，外交文
書の送付先の決定過程に関する歴史研究を行い，開発したシステムの有用性を評価する．
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Abstract: Digital archive has become popular recently, and this facilitates easy access to historical materials
by the Internet. On the other hand, it is still common for researchers to gather materials by going to libraries
and archives. This is because empirical historical research requires to examine all materials related to re-
search objectives. In this study, the system is developed in order to gather and manage materials efficiently
and support collaborative research with several researchers. This system manages materials on the Internet,
and enables several researchers to accumulate and analyze materials collaboratively, which takes a great deal
of effort individually. The effectiveness of the proposed system is evaluated by an experiment with several
researchers to analyze the process of deciding addresses of diplomatic documents.
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1. はじめに

博物館や文書館等では，それらが保有する歴史資料（以

下，史料）をデジタル化し，インターネット上で一般に公開

するデジタルアーカイブの構築が進められている．また近

年では，史料の公開にとどまらず，史料やメタデータの再

利用・再配布を支援する Linked Dataの活用が注目されて

いる [1]．Linked Dataとは，Web上の機械可読なデータ，

または当該データを実現させる仕組みのことであり，RDF

（Resource Description Framework）等の Semantic Webの
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標準技術を用いて表現される [2]．Europeanaは，欧州の

文化施設が保有する文化資源に関する情報を RDFに変換

し，所蔵施設を横断した文化資源へのアクセスを可能とし

ている．また，データに対する機械的なアクセスを可能と

する APIを提供し，分野やシステムを超えたコンテンツや

メタデータの共有・利用を促進している [3]．

このデジタルアーカイブの活用例の 1つとして，史料を

分析し新たな知見の獲得を目指す歴史研究における活用が

あげられる．歴史研究者（以下，研究者）がデジタルアー

カイブを利用することにより，史料の収集に要する労力の

削減等が期待できる．また，史料がデジタル化されている

利点を生かし，史料に対する注釈付与を支援する研究 [4]

や，情報技術を用いた史料分析に関する研究 [5]等が数多

く行われている．

一方，研究者が研究目的に応じて必要とするすべての史

料がデジタルアーカイブ上で公開されているとは限らず，

依然として研究者が図書館や文書館に赴き，史料を撮影す

る等して史料収集を行っている例は多い．三浦ら [6]は研

究者へのインタビュー等を通じて，歴史研究プロセスを整

理している．彼は史料の収集，整理，分析の 3つのプロセ

スに大別し，それぞれ「各地に分散した史料収集」「史料か

ら研究目的に応じた情報抽出」および「全体を俯瞰をした

知見の獲得」の困難性を含むと述べている．研究者の個人

作業が基本となる歴史研究では，史料の収集と整理に多大

な労力を要し，数量が限られた史料に対する質的な分析が

中心となっている．

本研究では上述した課題に対し，多大な労力を要する史

料収集および整理プロセスの効率化，および歴史研究者や

情報技術者等の異なる専門知識を有する研究者による協調

的な史料分析を支援するシステムを開発する．研究者が収

集した史料をインターネット上で管理し，複数研究者によ

る史料の蓄積や分析を可能とする．さらに外交文書の送付

先の決定過程に関する歴史研究を行い，提案するシステム

の有用性を評価する．

2. 関連研究

2.1 情報技術を用いた歴史研究支援

近年，Europeanaに代表されるように，Linked Dataを

用いたデジタルアーカイブの利活用を目的とした研究が数

多く行われている [7], [8]．久山ら [9]は浮世絵が所蔵され

ている複数の異種データベースに対して，Linked Dataを

用いて多言語統合アクセスを実現した．後藤 [10]は人間文

化研究機構が持つ複数データベースを Linked Dataを用い

て再構築し，人文社会系の大規模データベースからのデー

タ発見を支援するプロトタイプを開発している．

史料がデジタル化された利点を生かし，情報技術を用

いた史料分析を支援する研究も数多く存在する [11], [12]．

山田 [5]は，フィールドノートに記載されたテキストから

のトピック抽出を行い，フィールドノートが対象としてい

る場面の特徴を抽出する手法を提案している．馬場 [13]は

古地図の比較研究における困難性の解決を目的とし，デジ

タルアーカイブを利用した比較研究を行い，新たな古地図

研究の方法論を提案した．鈴木ら [14]は，国立歴史民俗博

物館が所蔵する錦絵コレクションを対象に，撮影したデジ

タル史料を測色値画像に変換し，画像データベースを構築

した．また構築したデータベースを用い，錦絵画像の色彩

分析を行った．北本ら [15]は研究の推論過程で積み重ね

る証拠や過程をエビデンスネットワークというモデルに結

合し，その分析から事実を導くための方法論を提案してい

る．さらに，関野 [16]は時間情報の可視化や解析を支援す

るWebプラットフォーム「Hutime」を開発している．

また，史料に対する注釈付与を支援する研究も数多く行

われている [17], [18]．佐藤ら [4]は文章に対する注釈付与

の効率化を目的とし，既存の注釈に関するデータを学習し，

注釈が付与されていない文章に対して注釈の候補を提示す

るシステムを開発した．Yamatoら [19]は Linked Dataを

活用し，インターネット上で公開されている史料に対して，

利用者の目的に応じたメタデータの付与や分析を支援する

システムを開発した．

一方，これらの情報技術を活用した歴史研究支援に関す

る方法論は，史料やメタデータに関するデータベースが存

在することを前提としており，研究者が個々に収集・管理

する史料への適用は困難である．iCloudや Google Drive

等の一般的なクラウドストレージを史料の収集や管理に

利用することもできるが，これらのサービスは利用者が格

納した画像やデータに対して自由にメタデータを付与す

るような利用方法は意図されていない．また，図書館や博

物館，文書館等で利用されている既存のソフトウェアとし

て，Web パブリッシングシステムである Omeka [20] や，

DSpace [21]等のリポジトリシステムがあげられる．これ

らのソフトウェアは様々な形態のデジタル資料の登録や，

Dublin Core をはじめとする各種スキーマに応じたメタ

データの蓄積を可能とする．さらに，REST APIや Linked

Data拡張による外部システムからのデータ利用を支援す

る機能も提供している．

本研究では，上述した研究成果や既存ソフトウェアが提

供する機能群をベースとし，歴史研究を構成する史料の収

集，整理，分析プロセスを一貫して支援するシステムを提

案し，研究者の多様な目的に応じた史料管理や活用を支援

することを目的とする．

2.2 公文書を用いた日本外交史研究

本研究では，第一次世界大戦以降の日本外交の検討を事

例とする．当該期（大正期）の日本外交史研究は，政治家

の個人文書が多く利用される明治期と比べて，日本外務

省に残された公文書である「外務省記録」（外交史料館所
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蔵）の利用の比重が大きいといえる．外務省記録は，明治

初年から第二次世界大戦終結までに作成された電信，報告

書等の外務省史料が約 4万のファイルに編纂されたもので

あり [22]，1つのファイルに 400～500枚の史料が収められ

ていることも多くその史料数が膨大である．外交史研究者

は，外務省が外務省記録の中の重要史料を翻刻・編纂した

『日本外交文書』や『日本外交年表竝主要文書』等の刊行物

や自身が外務省記録から発見した在外公館報告や外務省本

省の指示，訓令の内容を検討することで，外交交渉の場面

をつぶさに研究してきた．

しかし，前述したように当然ながら個人で行う研究では

読み込むことのできる史料数には限界があり，また内容の

分析に注力するあまり個別の史料批判（当該史料が作成さ

れた経緯や処理方法を史料に残された形跡から判断するこ

と）を怠ってきたために，内容自体の評価が疑われるとい

う問題も存在している [23]．近年はこうした量的検討の軽

視を批判し，史料学的アプローチから日本外交を再検討す

る研究がさかんである [24], [25]．史料学的アプローチと

は，外交文書に限らず近代史料（特に公文書）の作成，処

理，保存過程の分析から意思決定プロセスを明らかにする

方法であり，史料学は歴史学の基礎を構成すると同時に独

自の学問分野としても成立している [26]．しかし，なおも

個人研究の限界から史料の検討範囲が限定されており，よ

り多くの史料を対象とした研究成果をあげることが課題と

なっている．

3. 歴史研究プロセスの整理と要件定義

ここでは本研究で対象とする歴史研究プロセスについて

述べ，歴史研究支援に向けた要件定義を行う．

3.1 歴史研究プロセスの整理

まず三浦ら [6]が整理した史料の収集，整理，分析のプ

ロセスについて，筆者らが研究者に対して行ったヒアリン

グ結果と合わせて，各プロセスの内容を詳述する．史料の

収集プロセスでは，研究者が図書館や文書館に赴き，各地

に分散した史料を収集する．史料の収集方法としては，デ

ジタルカメラやスマートフォンで史料を撮影し，計算機等

に保存している．史料の整理プロセスでは，収集した史料

の表題や出典等の書誌情報に加え，史料内に記述された情

報を表計算ソフトやメモ帳等を用いて管理する．そして史

料の分析プロセスでは，整理した史料の情報に基づき，史

料の並べ替えや比較を行い，仮説の立案やその検証を繰り

返すことで新たな知見の獲得を行う．

具体的な研究者の史料情報の管理例を図 1 に示す．図中

の左部に示すように，収集した史料を計算機上に保存し，

フォルダの階層に基づいた史料の分類を行っている．また

右部に示すように，調査から得た情報はMicrosoft EXCEL

を用いて管理している．この方法では，史料とメタデータ

図 1 研究者の史料と調査結果の管理方法例

Fig. 1 An example of methods to manage materials.

が異なる場所で管理されるため，史料を閲覧する際には当

該史料を計算機上で検索する等の非効率的なプロセスが生

じている．また各研究者の調査結果が研究者固有の環境に

蓄積されるため，他の研究者との情報共有が困難となる．

たとえば各研究者の調査結果や知見等は各人が独自に与え

た識別子によって史料との紐づけが行われ，またそれらの

記述形式は様々である．その結果，歴史研究は属人化し，

各研究者の暗黙知に頼るがゆえの検索漏れや忘却による研

究の低品質化，知識の風化等のリスクを含む．

3.2 歴史研究支援に向けた要件定義

上述した歴史研究に対し，複数の研究者の共同作業によ

る史料の収集・管理プロセスの効率化，および異なる専門

知識を有する研究者による協調的な分析支援を目的とし，

以下に示す機能が必要となる．

• 複数の研究者が史料を共有可能な機能
• 史料の書誌情報等のメタデータを登録・管理する機能
• メタデータに基づく史料分類や並ベ替え等を行う機能
1点目は複数研究者が史料収集プロセスを共同で進める

ための機能である．研究者が個々に収集した史料を複数人

で共有することで，各研究者の労力を低減すると同時に，

研究対象とする史料数の増加を促す．2点目は史料の書誌

情報や史料に記述された情報を整理するための機能であ

る．史料は基本的に画像ファイルであり，検索や比較，分

類を行うためには史料に関する情報，つまりメタデータを

テキスト化して管理する必要がある．さらに複数の研究者

による情報共有を行うにあたり，登録するメタデータの表

記揺れを吸収する枠組みが必要となる．3点目は史料の分

析を支援する目的で，蓄積したメタデータに基づく史料の

分類や比較等を行うための機能が必要となる．

4. 提案手法

4.1 提案する歴史研究環境

3.2 節で定義した要件に対し，本研究で提案する歴史研

究環境を図 2 に示す．まず史料収集については，インター

ネット上にファイルサーバを構築し，研究者が収集した史
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図 2 提案する歴史研究環境

Fig. 2 Proposed environment to support historical study.

料をアップロードすることで，インターネットを介した複

数研究者による史料の共有と管理を可能とする．次に史料

情報の整理については，史料の書誌情報や調査結果等のメ

タデータを RDF を用いて記述・管理する．RDF を用い

る理由は，今後の普及が期待される Linked Dataを用いた

データ公開を行うデータベースとの親和性が高いためであ

る．また，研究者が対象とする史料や必要なメタデータ項

目は研究目的に応じて多様であるため，ボトムアップ的な

アプローチに対して表現方法の高い柔軟性を持つ RDFを

採用した．さらに RDFスキーマを用いてメタデータの記

述規約を与えることにより，複数研究者によるメタデータ

登録時の表記揺れの吸収や情報共有の支援を行う．最後に

RDFに対するクエリ言語である SPARQLを利用し，登録

したメタデータに基づく比較や分類等の分析を可能とす

る．さらに，三浦が言及している「全体を俯瞰をした知見

の獲得」を目的とし，分類結果の可視化を行い，研究者へ

の気づきの提供や仮説の立案・検証を支援する．

4.2 史料情報の管理手法

ここでは RDFを用いた史料情報の管理手法について述

べる．本手法では研究者が収集した史料を RDFモデルと

して記述し，書誌情報や史料に記述された情報をそのメ

タデータとして管理する．図 3 に RDF モデルの例を示

す．以下では図中に示す 1©から 4©について順に説明する．
なお語彙として，Dublin Core，FOAFに加え，DBpedia

Japaneseで用いられる接頭名詞空間「dbpedia-ja」，およ

び本研究で独自に定義した接頭名詞空間「hm」を用いる．

1©は研究者が収集・デジタル化した史料のファイルに関
するメタデータを示す．各ファイルに対し，一意のURIを

主語として持つ RDFモデルを対応付け，ファイル名や登

録日等の情報をそのメタデータとして記述する．

2©は研究過程で得た調査結果等，研究者が目的に応じて
登録するメタデータを示す．各研究者が登録するメタデー

タに関して，それぞれ研究者ごとにGraph URIを与える．

これにより，基本的には研究者が個々に研究成果を蓄積す

図 3 RDF を用いた史料情報の管理

Fig. 3 Management of information with RDF.

る．また，この Graph URIを研究グループごとに共有す

ることにより，複数研究者間の情報共有を実現する．

研究者が登録するメタデータについては，プロパティと

値のペアで登録する．その際，研究目的に応じて利用する

メタデータの項目は異なるため， 3©に示すように研究者が
必要なプロパティを登録する．登録されたプロパティはす

べて「rdf:Property」のインスタンスとして生成する．さ

らに必要に応じ，プロパティの値域の指定を行う．これに

より 4©に示すように，当該プロパティの値は値域に指定
されたクラスのインスタンス群から選択する記述規約を与

える．

なお本手法では，各研究グループに IDを与えて管理し

ている．これは，研究グループごとに研究目的および利用

するメタデータが異なることが想定され，また研究成果の

新規性・独自性の観点から情報の共有範囲や公開時期を限

定する必要があるためである．したがって，IDによって

識別される各研究グループごとに，データやスキーマを独

立して管理する．

5. 開発したシステム

開発したシステムの概要を図 4 に示す．本システムは

Webアプリケーションであり，管理対象とするファイルの

バイナリデータを格納するためのファイル DBと，4.2 節

で述べた史料のメタデータを管理する RDFストアの 2種

類の DBを提供する．また歴史研究に必要な史料の収集・

整理・分析を支援する機能を提供する．以下ではこれらの

各機能について説明する．

なお，本システムは Javaを用いて開発し，RDFストア

として Virtuoso [27]，RDFを取り扱うライブラリとして

Jena [28]を利用した．

5.1 史料の収集

史料の収集を支援する機能としては，撮影やダウンロー

ドによって得た史料をシステムに登録するファイルアップ
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図 4 開発した歴史研究支援システム

Fig. 4 Developed system to support historical study.

図 5 メタデータ編集インタフェース

Fig. 5 Interface for editing metadata of materials.

ロード機能を提供する．アップロードされたファイルは，

システム内部で図 3 1©部に示した RDFモデルに変換され

る．登録時に各ファイルに一意の URIが与えられ，ファ

イル名や登録日等の情報がメタデータとして自動的に付与

される．さらにファイルのバイナリデータはファイル DB

に格納され，付与された URIを参照することで，当該ファ

イルへアクセスすることができる．

5.2 史料の整理

史料の整理を支援する機能としては，図 5 に示すメタ

データ編集インタフェースを提供する．本インタフェース

は画像とメタデータを同一画面で表示することで，ユーザ

は史料の閲覧と並行してメタデータを編集することができ

る．画像の閲覧画面では，画像の拡大・縮小・回転等が可

能である．メタデータ編集機能では，登録済みのメタデー

タの更新や削除を行うための機能と，新たにメタデータを

登録するための入力フォームを提供する．

また値域を指定したプロパティに関しては，当該クラス

のインスタンス群から選択して値を登録する．これらのプ

ロパティ，クラス，インスタンスについては，本システム

が別途提供する RDFスキーマの管理インタフェースを用

いて，新規データの登録や既存データの編集を行う．たと

えば図 5 中の「送付先機関」というプロパティについては，

値域として「組織」に関するクラスが指定されており，「組

織」クラスのインスタンスである「海軍」，「軍令部」，「陸

軍」等から選択して登録する．このスキーマ定義について

は，研究グループ内のすべてのユーザが実行する権限を持

つ．基本的には，研究グループ内の参加者がコミュニケー

ションを取り，研究目的に応じて必要となるプロパティや

値域の定義を行う．また，史料の整理プロセスを通じ，新

たな知見や分析観点の変化によって新たな項目が必要とな

る度に，スキーマの追加や修正を行う．

5.3 史料の分析

史料の分析については，SPARQL Endpointを利用し，

目的に応じた史料のメタデータを抽出する．たとえば，結

果として得られたメタデータの一覧をMicrosoft EXCEL

形式でダウンロードし，グラフ化による可視化や比較，並ベ

替え等による史料分析を行う．また，歴史研究者と情報技

術者のように，異なる専門を有する参加者によって研究グ

ループが形成されている場合には，情報技術者が史料分析

の支援を目的としたアプリケーションを構築する．主とし

て研究者が蓄積するデータに対して，SPARQL Endpoint

を用いた柔軟なアクセスが可能となることにより，技術者

による多様な研究目的に応じた分析手法の実装を支援す

る．次章の中で，この分析方法の具体例を述べる．

6. 実験：外交文書の送付先決定過程の分析

ここでは，歴史研究プロセスに対するシステムの有用性

を評価するにあたり，開発したシステム上で実施した実験

内容について述べる．

6.1 実験背景

膨大な研究蓄積を有する戦間期日本政治外交史研究の大

きな 2つの潮流として，内閣総理大臣や外務大臣，外務次

官といった個人の外交理念や政治能力に日本の外交政策の

あり方を規定させるもの [29], [30]と，軍部あるいは政軍

関係から対外政策の帰趨を描くもの [31], [32]がある．サ

ブプレーヤとして描かれる外務省は，政策立案機能や所謂

「革新派」外交官の政策構想がクローズアップされそれ以

外の役割や機能に着目されてこなかったため，政府内の政

治構造における位置づけは解明されないまま「軍部の圧力

に屈して外交を統制できなかった外務省」像が固定化され

ている．しかし「軍部の圧力」を日本外交の失敗要因とし

て絶対視している限り明治憲法体制という前提のもとでの

日本外交の根本的，構造的問題は明らかにできないのであ

り，日本政治外交史は膠着状態にあるといえる．

前述したように従来の外交史研究においては『日本外交

文書』に翻刻掲載された電信史料が多く参照されてきたが，

電信の内容のみを翻刻した同書に依拠した研究手法では省

外への情報送付の書き込みの存在を認識できず，来電の省
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図 6 分析対象とした来電の例

Fig. 6 Example of diplomatic cable.

内での処理方法と省外への提供の実態を再現することがで

きない．本研究では，外務省記録の中から 1918年前後～

1923年を対象として，第一次世界大戦のパリ講話会議の動

向報告およびワシントン会議開催前から開催中にかけての

アメリカ政府内の動向報告と，電信 1枚ずつにメモ書きさ

れた省外への送付指示を分析対象とし，筆跡や筆記具，閲

覧者を手がかりとする史料学的アプローチをとることによ

り，外務省と省外組織の関係性の一端を明らかにしていく．

6.2 実験内容

以上の前提をふまえ，本実験では第一次世界大戦後の来

電に関する送付先決定過程の分析を行う．来電とは在外の

大使，公使等の駐在員から外務本省へ届いた電信であり，

外務省内で閲覧された後，総理大臣・海軍・陸軍等の他機

関への送付処理がなされた [33]．外務省はこれらの情報の

送付先決定権を有していたが，官僚制の運用の中で実際に

送付先を決定していた人物・役職については史料上からは

明らかになっていない．この送付先決定者を特定すること

を目的とし，来電に記述された閲覧者や筆跡に関する情報

をメタデータとして整理し，それらを用いて史料の分類・

比較を行う．なお，本実験は歴史研究者（以下，研究者X），

情報技術者（以下，技術者 Y），および史料収集の補助要員

2名の計 4名で行った．

6.3 史料の収集

史料の収集に関して，外交史料館が保有しているパリ講

和会議に関する来電を収録した簿冊 10件，計 471件の来

電を収集した．具体的には，外交史料館にて技術者 Y，お

よび史料収集補助要員 2名が対象史料を撮影し，5.1 節の

ファイルアップロード機能を用いて画像ファイルをシステ

ムに登録した．登録した来電の例を図 6 に示す．各来電に

は史料名と作成日のほか，史料上部にはその来電を閲覧し

た人物のサイン，史料左部にはその来電が送付された機関

の名称が記述されていることが確認できる．

表 1 来電に関する情報記述のためのスキーマ

Table 1 Defined schema to describe information of materials.

プロパティ名 ラベル名 値域

dcterms:title 表題

dcterms:created 作成日

hm:reader 閲覧者 foaf:Person

hm:address 送付先機関 foaf:Organization

hm:handwritingType 筆跡

クラス名 ラベル名 インスタンス例

foaf:Person 人物クラス dbpedia-ja:埴原正直

foaf:Organization 組織クラス dbpedia-ja:海軍

dbpedia-ja:陸軍

6.4 史料の整理

史料の整理に関しては，主に研究者 Xがシステムにアク

セスし，6 章に示した来電に記述された情報をメタデータ

としてシステムに登録した．メタデータの登録にあたり，

定義したプロパティやクラスの一部を表 1 に示す．

まず，研究者Xが史料の読解プロセスを通じ，収集した来

電から確認可能な項目について，システムにプロパティを登

録した．具体的には，来電の表題と作成日を記述するため

のプロパティとして「dcterms:title」，「dcterms:created」を

それぞれ与えた．また史料の閲覧者，送付先機関，送付先の

筆跡に関しては，接頭名詞空間「hm」を独自に定義し，それ

ぞれ「hm:reader」，「hm:address」，「hm:handwritingType」

を定義した．

加えて，前者 2 つのプロパティに関しては値域を定

義し，それぞれ人物クラス「foaf:Person」，組織クラス

「foaf:Organization」を指定した．たとえば組織クラス

「foaf:Organization」のインスタンスとして，「dbpedia-ja:

海軍」や「dbpedia-ja:陸軍」等を登録し，メタデータの値

として利用した．このような値域の定義を行った理由は，

本プロセスと並行して技術者 Yが担当していた分析プロ

セスにおいて，閲覧者や送付先機関に関する値の構造化が

求められたためである．たとえば実験開始当初，「送付先

機関」の値として「総陸海（総理大臣・陸軍・海軍の頭文

字）」が登録され，機関別の集計等に適さないことが分かっ

た．したがって，研究者 Xと技術者 Yの間で記述形式に

関する検討を行い，上述したプロパティに関して値域を定

義した．これにより，以後研究者 Xを主とするデータ登録

者が図 5 に示したメタデータ編集インタフェースにおいて

プロパティを選択した際，値域に指定されたクラスのイン

スタンス群から選択して登録することで，値の表記揺れを

吸収した．

6.5 史料の分析

6.4 節における史料整理の結果，送付先指示筆跡として

A，B，Sの 3種類が確認された．これらの各筆跡の人物を
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図 7 SPARQL による筆跡と作成日の抽出

Fig. 7 Extraction of handwriting types and creation date by

SPARQL.

図 8 筆跡と作成日の関係性の可視化

Fig. 8 Analysis based on the relation of handwriting types and

creation date.

特定するため，筆跡と作成日の関係，および筆跡と閲覧者

の関係の 2つの観点から分析を行った．なお，これらの分

析観点の設定においては，研究者 Xと技術者 Yがコミュ

ニケーションを取りながら検討し，技術者 Yが SPARQL

クエリの記述，および抽出結果の可視化を行うアプリケー

ションを構築することによって実装した．

6.5.1 筆跡と作成日の関係に基づいた分析

まず来電を時系列に並ベ替えることで，筆跡の出現時期

に基づく分析を行った．5.3 節で説明した分析機能を用い，

技術者 Yが図 7 に示す SPARQLクエリを発行し，来電の

作成日と送付先指示筆跡に関するメタデータを抽出した．

さらに，その抽出結果を JSONファイルとして取得し，ブ

ラウザ上で可視化するアプリケーションを作成した．その

出力結果を図 8 に示す．

この結果から筆跡 Sは 1919年 9月以前にのみ登場して

いることが確認できる．これは幣原喜重郎（以下，幣原）が

外務次官を務めていた時期であり，この期間では外務次官

が送付先を決定していたという仮説を得ることができた．

一方，埴原正直（以下，埴原）が外務次官に就任した 9月

以降では，少なくとも筆跡 A，Bの 2種類の筆跡が出現し

ており，外務次官以外の人物が来電の送付先指示に関わっ

ていた可能性が示唆される．

図 9 筆跡別の来電における閲覧者の割合

Fig. 9 Frequency of readers in cables of each handwriting type.

以下では筆跡 A，Bの人物特定を目的とし，それぞれの

筆跡で送付先機関が指定されている史料に対する分析を

行う．

6.5.2 筆跡と閲覧者の関係に基づいた分析

次に筆跡別の来電における閲覧者の登場割合に基づく分

析を行った．これは研究者 Xが史料の整理プロセスにお

いて，埴原が来電閲覧時に記入するサインと送付先を記述

した筆跡 Bが類似すると気づいたためである．この分析

結果を図 9 に示す．このグラフについては，6.5.1 項と同

様に技術者 Yが送付先に関する筆跡別の閲覧者を抽出し，

Microsoft EXCELを用いて可視化したものである．この

結果から，筆跡 Bによって送付先が指示（15件）または

訂正（9件）されたほぼすべての来電において，埴原が閲

覧していることが分かる．これは研究者 Xが立てた筆跡

Bが埴原であるという仮説を支持する 1つの量的な結果で

ある．

この発見に基づき，筆跡 Aによる送付先の指示が行われ

ている来電に対しても同様の分析を行った．この結果，当

時電信課長であった人物「澤田」が高い割合で閲覧してい

ることが確認でき，筆跡 Aは澤田であるという仮説を立

てた．この仮説の検証を目的とし，研究者 Xが当時の澤田

の動向を他文献 [34]を用いて調査した結果，1921年 3月 3

日から 9月 3日まで皇太子の外遊に同行していることが判

明した．この期間に出現した筆跡を図 8 で確認した結果，

当該期間には筆跡Aによる送付先が指示された来電が存在

しないことが確認でき，筆跡 Aが澤田のものであるという

仮説を支持する結果を得ることができた．

6.6 結果

以上の分析結果から，筆跡Aは澤田電信課長，筆跡 Bは

埴原次官，筆跡 Sは幣原次官であるという仮説を立案する

ことができた．またこれらの発見に基づき，幣原次官期に

は外務次官が来電の送付先を単独決定していたのに対し，

埴原次官期には外務大臣への悉皆的回覧が廃止され，送付

先となる外部機関の選定権限は外務次官から電信課長へ委

譲された，という来電の送付先決定過程の変化に関する仮
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表 2 筆跡別の来電送付先機関の割合

Table 2 Addresses in cables of each handwriting type.

送付先決定者 幣原次官 埴原次官 澤田電信課長

（筆跡 S） （筆跡 B） （筆跡 A）

総来電数（件） 44 19 41

送付先機関（件）

総理大臣 44 18 41

参謀本部 43 8 27

海軍省 43 9 24

軍令部 43 9 27

陸軍省 43 9 24

説を立案した．このような変化が生じた理由としては，電

信量の増加にともなう事務の合理化の結果と考えられる．

さらに，送付先決定者ごとの送付先機関の割合を表 2 に

示す．この結果から，今回対象とした史料においては幣原

次官期には内容を問わずすべての政府内組織へ平等に電信

情報が送付されていたのに対し，埴原次官期には送付先の

取捨選択が行われていることが分かる．その判断基準は情

報の表面的内容を基本とする属人的なもので，また全体と

して首相（原敬）限りの送付が増加する傾向にあった．

すなわち，大戦後の省内の事務合理化の結果，外務省に

よる省外への情報提供において，提供内容の選択に次官以

下の外務官僚の恣意性，主体性が反映されるようになった

ことが明らかになった．原首相は外務省の政治的後見者で

あったとされる [35]が，電信の原首相への集中は外務省か

ら原へのベクトルを示すものとして相互の近接性を実証す

るものである．熊本 [36]は省外への電信送付分析から幣原

次官期に政策方針の省内不統一が省外への情報提供の停止

を招いたことを論じたが，送付判断は次官が行ったものと

暗に仮定している．本研究の成果はこの仮定を裏付けると

同時に幣原以後の次官人事の変更が情報提供のあり方をめ

ぐる判断主体（役職）の変更を招いたことを示すものであ

り，当該期の外務省の情報管理はその内容だけでなく人事

や政治的関係にも左右され，制度として至極流動的であっ

たことを指摘しうるものである．

7. 考察

7.1 Linked Dataの利点

本研究では，Linked Dataを用いた資料管理手法を提案

した．ここでは，Linked Dataの仕組みが，史料の整理や

分析等の歴史研究プロセスに与える利点について考察する．

7.1.1 史料の整理

歴史研究の特徴の 1つとして，研究目的の多様性があげ

られる．具体的には，史料の収集や読解等の整理プロセス

における新たな知見や分析観点の変化に応じたスキーマ更

新等のボトムアップ的なアプローチが求められる．これに

ついて，RDFのデータ記述の柔軟性を活用することによっ

て，研究の進行に合わせてプロパティの追加や更新が容易

となった点が，Linked Dataを活用した利点の 1つである．

また，複数人が並行してメタデータの登録プロセスを遂

行するにあたり，メタデータのプロパティに関して値域の

指定等の記述規約を与えることにより，背景知識の異なる

複数研究者が登録するメタデータの表記揺れを吸収した．

実験においては，情報技術者が史料の比較や分類に適した

記述形式をスキーマとして定め，歴史研究者がその記述規

約に従って情報入力を行うことにより，研究者が登録した

情報に基づく量的な史料分析が可能となった．これらの観

点から，登録するメタデータに関する記述規約を与える管

理手法は有効に機能した．ただし，すべてのプロパティの

対して値域を定義することは，自由な記述による分析可能

性を阻害するリスクを持つ．そのため，歴史研究者による

自由な値の登録を基本とし，定量的な分析に使用する項目

のみ値域を定義することにより，研究の多様性を確保しつ

つ，効率的な史料分析を支援する．

一方，本研究では，Linked Dataの仕組みを通じた外部

データとの連携や活用には至らなかった．しかし，歴史史

料がアジア歴史資料センター，国立公文書館，国立国会図

書館，そして各府県の図書館や大学等でそれぞれ異なった

方式でデジタル公開されている現状，および実証的な歴史

研究が現存するすべての関係史料を検討することを基本に

するため，それら複数の異種データベースと未デジタル化

の史料を並列的に参照する必要がある．この観点から，外

部データとの連携が意図された Linked Dataによる史料情

報の管理は，今後より重要性が増していくと考えられる．

7.1.2 史料の分析

史料の分析プロセスに関しては，研究者が登録したメタ

データに基づいた分類を行い，分類結果の可視化等に基づ

く分析を可能とした．この結果，歴史研究者と情報技術者

という異なる分野の研究者による協調的な研究環境が実現

した．具体的には，6 章の実験において，研究者が立案し

た仮説に対する情報技術者による量的な検証，および情報

技術者による分析結果の可視化を通じた研究者への仮説

の提供を実現した．この観点から従来の研究者個人で行わ

れていた分析と比較し，本研究で提案した歴史研究手法の

有用性が示唆された．特に，SPARQL Endpointの利用に

よって，研究者の多様な観点や目的に応じて，情報技術者

によるデータ抽出や分析結果の可視化等を行うアプリケー

ションの構築が容易となった．この点は，システム外部か

らのデータ活用を支援する Linked Dataを利用した利点で

ある．

一方，史料分析の目的や方法の多様性を考慮し，本シ

ステムは利用者に SPARQLクエリの記述を求める方式を

とった．本実験では歴史研究者と情報技術者が共同で実験

を行ったため問題は生じなかったが，研究者をはじめとす

る利用者が SPARQLクエリを記述することは一般的に困

難である．今後は SPARQL等の技術に馴染みのない利用
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者を対象とした分析支援インタフェースを開発し，研究者

が単独で利用可能なシステムの構築を目指す．

7.2 開発したシステムに対する考察

本実験では研究者が分析対象とする史料をインターネッ

ト上のデータベースで管理し，史料収集プロセスを複数人

が並行して遂行可能な環境を構築した．実験では，簿冊 1

冊あたり 90分程度の時間を要する史料収集プロセスを 3

名で分担することで，10冊の簿冊から 500件弱の史料を 3

日間で収集した．これにより，作業分担による研究者の史

料収集における労力の軽減に加え，比較的多量の史料に基

づく量的な分析が可能となった．

史料の整理プロセスに関しては，特に史料のコンテンツ

と書誌情報を同一画面に表示し，史料の閲覧と並行したメ

タデータの登録や編集を可能とするインタフェースについ

て，実験に参加した研究者から高く評価された．この理由

として，図 1 で述べた従来の画像コンテンツと調査結果を

異なる環境で管理する方法に比べ，登録したメタデータに

基づく史料の検索や管理が容易となった点があげられた．

7.3 史料の媒体や構成の違いによる提案手法の適用範囲

本研究では，第一次世界大戦後の外交文書（公文書）を

対象とした実験を行い，提案手法の評価を行った．具体的

には，同様の記述形式を持ち，かつ同時期に作成された史

料を研究対象とした．本手法は，史料の形式的な情報に基

づく史料の比較や分類を支援することを目的としている．

この観点において，媒体や構成が異なる複数の史料（たと

えば，文書，古記録，絵巻等）を対象とした研究に対して

も適用可能である．Yamatoら [19]は海軍造船官であった

平賀譲が遺した史料群を対象とした研究を行い，設計図面

や技術計算書等の媒体が異なる史料群に対する分析を行っ

ている．ただし，史料の記述内容を比較・検討する場合に

は，各々の媒体や構成に応じて異なる意味論を持ちうる．

この場合には，量的に比較可能な情報だけでなく，「翻刻

文」や「研究メモ」といったメタデータによって質的な情

報を管理し，量・質の両観点に基づく史料分析へ応用する．

7.4 オープンサイエンスへの活用

近年オープンサイエンスという概念の普及にともない，

歴史研究を含む人文科学の分野においてもデータのオープ

ン化が進められている [37], [38]．データのオープン化は，

データの共有による研究促進や，研究の反証可能性を高め

ることによる研究成果の信頼性の向上等への寄与が期待

されている．このような動向において，本研究では研究者

が収集した史料や目的に応じて整理したデータを Linked

Dataを用いて管理し，データに基づく仮設の立案と検証

を実現した．また，本実験で利用したデータは SPARQL

Endpointを用いて再利用可能であり，さらに取得したデー

タを用いた実験結果の再現が可能である．公開方法（範囲

や時期）およびデータの著作権等解決すべき課題は多い

が，本研究が歴史研究におけるオープンデータの活用基盤

の 1つとして位置付けられると考える．今後は本手法を応

用し，人文科学におけるオープンサイエンスの実践に取り

組む．

8. 結論

本研究では複数研究者が史料の収集・整理・分析を共同

で遂行し，歴史研究プロセスの効率化および異なる専門知

識を有する研究者による協調的な史料分析を可能とするシ

ステムを開発した．研究者が収集した史料をインターネッ

ト上で管理し，複数研究者による史料の蓄積や分析が可能

な環境を構築した．さらに外交文書の送付先の決定過程に

関する歴史研究を通じ，開発したシステムが史料収集プロ

セスの労力低減，RDFを用いた史料情報の管理と記述規

約に基づく情報共有支援，および量的な史料分析による仮

説の立案と検証支援に寄与することを確認した．今後は異

なる研究目的を持つグループが混在するような研究者群を

対象とした評価実験を行い，提案手法の有用性およびシス

テムの改良を検討する．
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